
省エネ適判・届出・説明の判定フロー（増改築の場合）

※住宅の床面積が300㎡以上の場合、
適判機関は所管行政庁へ省エネ計画書を送付

２０２５年４月（予定）から基準適合義務の対象が小規模非住宅・
住宅にも拡大し、原則増改築をする部分を基準適合させなけれ
ばならなくなります。（届出制度は廃止される予定です）

建築物を増改築

既存建築物の
非住宅の床面積が
300㎡以上

届出

非住宅部分の増築が
300㎡以上、かつ、
増築後の非住宅部分が

300㎡以上

非住宅部分の
増改築の規模が
300㎡以上

Yes

既存建築物が
H29.4.1時点で存在しない

適合性判定

「非住宅部分の増改築の床面積」の
「増改築後の非住宅部分の床面積」

に対する割合が2分の1超

増改築の規模が
300㎡以上

※住宅部分・非住宅部分を
問わない

建築士から建築主へ
評価・説明

No

手続なし

No

Yes

Yes

No

Yes

No

Yes

No

Yes

No

増改築の規模が
10㎡超

※住宅部分・非住宅部分を
問わない

Yes

No


